

























































































能による解除権」が規定され 。これらは、比較法的観点からすると、ここに個別に無催告解除とされるべき二つの類型が採用されてい とみることができる。改正案は、これら二つの類型を一つの条文へと統合 他に無催告解除が認められ べき類型、すなわち「履行拒絶」をも取り込み（同条二項） さら 「契約をし 目的を達すのに足りる履行 される見込み ないことが明らかであるとき」という、 いわゆる受け皿規定をも設け（同条五項） 、ここ第五四二条において「催告によら 解除」 （無催告解除）の統一規定を採用す に至った。　
契約解除の効果に関しては、現行民法五四五条の一項において、原状回復の原則が示され、同条三項において解
除と損害賠償請求とが併存するものであることが規定されている。改正案第五四五条でもこれが基本的 は維持され、現行同条二項 金銭返還の際の利息を付すべき旨の規定に、金銭以外の物の返還に果実をも返還しなければならない旨の規定（改正案同条三項）を加えたところだけ 新たな修正点であり 改正案第 四五条 基本構成としては、現行の五四五 を維持してい 。　
債権者が解除権を喪失する場合 規定として、債務者の「催告による解除権の消滅」 （現行五四七条） あり、








































































































































































































日までに、アパートの鍵 Ｆに渡さなかった Ｆ 、ＥにＦと会うための準備に合理的な期間を付与し、もしＥそれができなかった場合、Ｆは することができる。　
この履行のための付加期間は、 一定の定められた期間であること、 そして合理的なものであることを要する。 もし、












































































































































































【事実】スイスの売主とドイツの買主との間でニュージーランド・イシガイの売買契約がなされた。買主は、ドイツ連邦保健省により安全とされるより多くのカドミウム量が含ま ていたので、売買代金の支払いを拒絶した。買主は売主に汚染を通知しイシガイを引き取るよう求めた。イシガイの引渡後六～八週間して、買主はパッケージに欠陥があると苦情を訴えた。売主は代金 支払いを求めて訴訟を提起した。一審、二審とも売主が勝訴する。【判決】最高裁は、イシガイが同種の物品が通常使用されるであろう目的に適したものであるという下級審の事実認定を支持し、売主が重大な契約違反をしたわけではな ので、買主はＣＩＳＧ
25･4（(1)(a)
のもとで、契約を解











































































市場価格の上昇に伴う購入価格の引き上げという売主の申し出を買主は拒絶した。売主はさらに期日の延長とともにモリブデン含有率の引き下げを買主に求めた。買主は含有率の引き下げには応じ が、引渡しまでの短めの期間を定めた。売主は買主 付加的期間が必要であるこ を通知し、買主に賠償することを申し出た。売主が定められた期間内 履行しなかったので、買主は、既に第三者と締結していた契約を履行 ができるようにするたにより高い価格で代替取引をしなければならなかった。買主は損害賠償を求めて訴訟を提起した。【判決】引渡しの遅滞は契約の重大な違反を構成するとされた。その理由は売主は定められた時期の引渡しが買主にとって必須のものであるということを知っていたからだとする。したがっ 、本件では、ＣＩＳＧ
4（(1)(a)
に






























































































































【事実】フランスの会社（売主）は、トラック二〇台分のトマト濃縮物の引渡しを提案するファックスを英語でドイツの会社（買主）に送った。買主は引渡しを受領するとファックスで返事をした。しかし、トラック一台分しか引き渡されなかった。そこで買主は契約を解除 、 そして遅延している代金を支払うよう売主に訴えられたときに、その支払いを拒否し、売 の契約違反に基づく損害賠償 で相殺すると主張した。【判決】買主は繰り返し履行のため 付加期間を定めており、それが徒過したことから、ＣＩＳＧ
4（･47(1)
に基づ
































































































































































































































































。しかし、 一般的には、 不適合の場合に付加期間を定めても、 重大な違反とはならないので、
契約解除はできない。　
今日では、 不適合品の場合にも、 不履行が軽微な場合を除き、 解除を認める国内法制 （
Sale of G
oods A
ct 1（7（, §323 
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平成年間に現れた判例としては、最判平成元年 月九日民集四三巻二号一頁、最判平成三 九月一七 判時一四〇二号
四七頁、最判平成六年七月一八日判時一五四〇号三八 平成八年一一 二 民集五〇巻一〇号二六七 頁、最判平成一〇年一〇月三〇 五二 七号一六〇 頁、最判平成一一年一一 三〇日判時一七〇一号六九頁、最判平成二年三月一六日民集六六巻五号二二 六頁。
（
62）
最判平成三年九月一七日判時一四〇二号四七頁。
（
63）
最判昭和三七年七月二〇日民集一六巻八号一五八三頁、最判昭和三八年九月二七日民集一七巻八号一〇六九頁、最判昭
和三九年六月四日集民七四号一一頁。
（
64）
最判昭和三〇年四月一九日民集九巻五号五五六頁。
（
65）
最判昭和四六年一二月一六日民集二五巻九号一五一六頁。
（
66）
最判昭和四五年 月三日判時五九一号六〇頁。
（
67）
最判昭和五〇年七月一七日金法七六八号 八頁。
